公　示

次のとおり企画競争について、再度、公示します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２２年　６月　３日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　千葉労働局総務部長　金成　真一
１　企画競争に付する事項
（1） 平成２２年度一般事業主行動計画策定等支援事業
（2） 事業趣旨
次世代育成支援対策推進法の改正により、平成２３年４月から一般事業主行動計画の策定・届出の義務づけ範囲が拡大され、人事担当部門の体制が十分に整っていない中小企業についても計画の策定・届出が義務化されることから、これまで以上に個々の企業の実情に応じてきめ細やかな個別の相談援助が必要である。

このため、改正法が施行される前年の平成２２年度においても「中小企業一般事業主行動計画推進２か年集中プラン」の最終年度として、特に新たに届出が義務となる１０１人以上３００人以下の企業を中心に、個別企業に対する一般事業主行動計画策定・届出に向けた支援を実施し、個々の企業の一般事業主行動計画の策定・届出を促進することにより、労働者の仕事と子育ての両立しやすい職場環境を整備し、男女労働者の雇用の継続を図ることとする。

（３）業務の内容

　　事業概要については次のとおりとする。
　①  通信調査の実施及び好事例集の作成

管内の行動計画策定状況等を把握するため、検討委員会を開催し、実態調査を実施し、調査結果及び調査で把握した管内好事例を報告書としてとりまとめる。

②　講習会の実施 （年２～３回程度）

　　　新たに行動計画の策定が義務づけられる企業を対象に、行動計画の策定・実施に関する講習会を開催し、企業に対して次世代法の趣旨・目的などについて理解を深めさせ、企業の自主的な計画策定の取組を促す。

3 巡回相談・個別相談の実施
行動計画の策定方法がわからない事業主に対して、コンサルタントによる巡回相談を実施し、従業員構成や両立支援等の整備状況を踏まえた行動計画の策定のサポートを行うほか、電話での個別相談も実施する。

④　地域情報の提供 （年１～２回程度）

中小企業が行動計画の策定・実施及び認定に向けて取り組むことができるよう、管内地域での行動計画策定及び認定に係る情報の提供等を行う。また、地域の認定企業を紹介するなど、次世代育成支援に関する取組情報を発信する。
⑤　その他

各地域の実情に応じた一般事業主行動計画の策定支援のための取組を行う。なお、別途厚生労働本省にて中小企業に対する一般事業主行動計画策定支援する事業を委託することとしていることから、当該事業の受託者が主催する研修会へ出席することができる。
２　企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項
　　次のすべての条件を満たす者のみが競争参加資格を有するものとする。

（1） 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）。以下「予決令」という。）第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。

（２）予決令第７１条の規定に該当しない者であること。

（３）厚生労働省及びその地方支分部局から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。

（４）過去３年間に、労働関係法令への重大な違反があり、社会通念上著しく信用を失墜しており、当該委託事業業務遂行支障を来すと、企画書評価委員会において判断される者でないこと。

３　契約候補者の選定方法
　　「平成２２年度一般事業主行動計画策定等支援事業に係る企画書募集要領」に基づき、提出された企画書等について評価を行い、契約候補者として１者を選定する。
４　企画書募集要領を交付する日時及び場所

（１）日時　平成２２年６月３日（木）～　平成２２年６月１８日（金）

　　　　　　10:00～12:00、13:00～17:00

（２）場所　千葉市中央区中央４－１１－１　千葉第二地方合同庁舎３階
千葉労働局雇用均等室　　担当：上野
ＴＥＬ：043－221－2307　ＦＡＸ：043－221－2308
５　企画競争に係る説明会の開催

　　説明会は実施しない。
６　企画書募集に関する質問の受付及び回答

　　質問は、下記によりＦＡＸ（Ａ４，様式自由）にて受け付ける。

（１）受付先　４（２）に同じ
（２）受付期間　平成２２年６月１６日（水）までの10:00～17:00

（３）回答　平成２２年６月１７日（木）までに質問者に対して架電又はFAX等にて行う。

７　企画書等の提出期限等

（１）提出期限　平成２２年６月１８日（金）　１７時
（２）提出先　４（２）に同じ

（３）提出方法　直接提出（持参）とする。
８　企画書提案会の開催
　　企画書提案会は実施しない。
９　企画書の無効

　　本公示に示した競争参加資格を満たさない者、その他の競争参加の条件に違反した者の企画書等は、無効とする。

１０　その他

（1） 契約手続において使用する言語及び通貨　日本語及び日本国通貨

（2） 契約保証金　免除

（3） 本公示に記載なき事項は、「平成２２年度一般事業主行動計画策定等支援事業に係る企画書募集要領」による。
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